
令和４年度決算に基づく蟹江町財務書類（統一的な基準）の概要

　（注）４つの財務書類

資産の部 一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計
１　有形固定資産 33,449,939 48,418,617 49,514,586 10,900,768 22,163,042 22,347,392
　⑴　事業用資産 20,141,486 20,141,486 20,752,895 9,231,249 14,540,052 14,699,981 ○町民１人当たりの資産と負債（令和５年３月31日現在人口：37,065人）

　⑵　インフラ資産 13,051,350 27,642,685 27,670,510 1,669,519 1,669,519 1,693,940 　資産：一般会計等　約105万円、全体会計　約154万円、連結会計　約159万円

　⑶　物品 257,103 634,446 1,091,180 0 5,953,470 5,953,470 　（インフラ資産を除いた資産：
　　　　一般会計等　 約70万円、全体会計　 約80万円、連結会計　 約84万円）

２　無形固定資産 68,905 918,815 919,705 1,157,019 1,584,556 1,622,940 　負債：一般会計等　 約33万円、全体会計　 約64万円、連結会計　 約65万円　

831,582 1,008,948 1,043,550 ○純資産比率

３　投資及び出資金 592,930 3,107 3,108 0 224,542 224,542 　一般会計等　約69.0％、全体会計　約58.5％、連結会計　約59.2％

0 89 89
４　基金 3,950,904 4,602,409 4,827,434 181,050 188,503 191,497
５　未収金・貸付金 137,389 454,685 456,335 144,387 156,295 157,083

0 6,179 6,179
６　現金預金 636,884 2,837,501 3,076,039 12,057,787 23,747,598 23,970,332
７　棚卸資産 0 11,041 11,041 一般会計等 全体会計 連結会計 ○実質純資産比率

26,781,665 33,504,077 34,843,417 　一般会計等　約53.2％、全体会計　約19.8％、連結会計　約23.0％

８　その他 2,500 5,500 5,500
資産合計 38,839,452 57,251,675 58,813,749 38,839,452 57,251,675 58,813,749

（単位：千円）
科　　目 一般会計等 全体会計 連結会計

（単位：千円） １　業務活動収支 654,950 1,205,190 1,193,574
（単位：千円） 科　　目 一般会計等 全体会計 連結会計 　⑴　業務支出 10,492,558 16,380,478 20,199,195

科　　目 一般会計等 全体会計 連結会計 前年度末純資産残高 26,844,236 33,327,825 34,794,660 　⑵　業務収入 11,147,508 17,585,668 21,392,768
１　経常費用 11,422,255 17,740,476 21,649,246 純資産の減少 　⑶　臨時支出 0 0 0
　⑴　業務費用 6,652,847 7,854,825 8,442,283 １　純行政コスト（△） △ 10,894,083 △ 16,329,726 △ 20,165,576 　⑷　臨時収入 0 0 0
　　ア　人件費 2,697,861 2,767,929 2,816,264 ２　投資活動収支 △ 569,459 △ 1,824,806 △ 1,821,816
　　イ　物件費等・その他業務費用 3,954,987 5,086,897 5,626,019 純資産の増加 　⑴　投資活動支出 1,513,706 3,183,083 3,200,096
　　　　（うち減価償却費） (932,144) (1,313,643) (1,427,431) ２　財源 10,830,192 16,502,759 20,213,738 　⑵　投資活動収入 944,247 1,358,277 1,378,280

　⑴　税収等 7,936,544 10,407,736 10,423,929 ３　財務活動収支 △ 223,523 △ 90,340 △ 124,943
　⑵　移転費用 4,769,408 9,885,651 13,206,963 　⑵　国県等補助金 2,893,648 6,095,023 9,789,809 　⑴　財務活動支出 800,123 962,840 997,443
　　ア　補助金等 2,332,037 4,190,599 2,996,965 　⑵　財務活動収入 576,600 872,500 872,500
　　イ　社会保障給付 1,329,234 5,693,897 10,184,886 その他の増減 本年度資金収支額 △ 138,031 △ 709,956 △ 753,185
　　ウ　他会計への繰出金 1,107,195 0 0 ３　資産評価差額 0 0 0 前年度末資金残高 630,529 3,403,070 3,682,595
　　エ　その他 941 1,155 25,112 ４　無償所管換等 1,320 1,320 1,320 比例連結割合変更に伴う差額 1,455

５　その他 0 1,899 △ 726 　 本年度末資金残高 492,497 2,693,114 2,930,864
２　経常収益 435,007 1,317,586 1,390,526 本年度純資産変動額 △ 62,571 176,253 48,757 前年度末歳計外現金残高 131,787 131,787 132,562
　⑴　使用料及び手数料 103,757 938,515 977,987 本年度末純資産残高 26,781,665 33,504,077 34,843,417 本年度歳計外現金増減額 12,600 12,600 12,613
　⑵　その他 331,250 379,071 412,539 本年度末歳計外現金残高 144,387 144,387 145,175
純経常行政コスト（１－２＝Ａ） 10,987,248 16,422,890 20,258,720 前年度末現金預金残高 762,316 3,534,858 3,815,157
３　臨時損失 0 0 220 本年度末現金預金残高 636,884 2,837,501 3,076,039
４　臨時利益 93,164 93,164 93,365
純行政コスト（Ａ＋３－４） 10,894,083 16,329,726 20,165,576

　　一般会計等 　全体会計 連結会計
（注）財務書類の作成に当たっては、各項目の表示単位未満を原則四捨五入して 　　　一般会計　 　　国民健康保険事業特別会計 　海部地区環境事務組合
　　表示しているため、内容と合計が一致しない場合があります。 　　　土地取得特別会計 　　介護保険管理特別会計 　海部地区急病診療所組合

　　　コミュニティ・プラント事業特別会計 　　後期高齢者医療保険事業特別会計 　海部地区水防事務組合
　　下水道事業会計 　海部南部広域事務組合
　　水道事業会計 　愛知県市町村職員退職手当組合

　愛知県後期高齢者医療広域連合

負債及び純資産合計

　令和４年度における４つの財務書類（注）を国から示された「統一的な基準モデル」により
一般会計等ベース、全体会計ベース及び連結会計ベースで作成しました。

　財務書類は、ストック（財産残高）を表わす「①貸借対照表（バランスシート）」と、フ
ロー（経常的な費用と収入）を表わす「②行政コスト計算書」、「③純資産変動計算書」、
「④資金収支計算書」の４つで構成されています。

　貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産、負債および純資産の残高）を表わすものです。
　資産は、将来の収益を生み出すために保有する財産を、負債は、将来、町が返済しなければならない債務を、純資産は、従来からの町の活動によって獲得された余剰（または欠損）の蓄
積残高をいいます。

（単位：千円）
負債の部

１　固定負債
　⑴　地方債
　⑵　退職手当引当金
　⑶　その他

　資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、それらの行政サービスの対価と
しての使用料、手数料などの収入を表示したものです。
　従来の現金主義会計のもとでは、把握できなかった減価償却費などの非現金コストについ
ても計上しています。
　経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度の純経常行政コストとして
把握され、これに臨時損益を加えたものが純行政コストとなります。

　純資産変動計算書は、１年間に蟹江町の純資産が、どのような財源や要因で増減
したかを明らかにするものです。
　具体的には、貸借対照表の純資産の部を計算するものです。
　純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄
積したことを意味します。

　１年間の現金の流れを示すものです。
　現金の性質に応じて、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分されており、どの
ような活動に資金を必要としているかを表わしたものです。

２　流動負債
　⑴　１年内償還予定地方債
　⑵　未払金　
　⑶　前受金
　⑷　賞与等引当金 　※純資産比率…総資産のうち、純資産の占める割合を示します。負債は、将来世代の負担

　　　　　　　と考えることができることから、将来世代と過去の世代との負担割合を示す
　　　　　　　ということができます。純資産比率が高いほど、将来世代の負担軽減が図ら
　　　　　　　れているということがいえます。

　⑸　預り金
　⑹　その他
負債合計

純資産の部
純資産合計

　※実質純資産比率…総資産比率の分母・分子からそれぞれインフラ資産を控除して算出し
　　　　　　　　　ます。厳密な意味での財務の安全性を示しており、高ければ高いほど良
　　　　　　　　　好な財務状態ということができます。

貸借対照表（BS）

行政コスト計算書（PL） 純資産変動計算書（NW） 資金収支計算書（CF）

町の資産と負債の状況

財務４表の連結の範囲


